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環境マーケティングプログラムの可能性と課題
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①企業の囲い込み戦略との対立

• 環境マーケティングを、汎用的なポイントプラッフォームを用
意し、推進しようとしたエコアクションポイントでの経験

ポイントプログラムは企業の囲い込み戦略の戦略ツール

⇒流通はメーカーの販売促進費を原資にポイント発行

メーカー 流通 生活者

協賛金
負担
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汎用的なポイントは、各流通の囲い込み戦略と対立！

2



①企業囲い込み戦略との対立

流通ポイントとエコアクションポイントの併存状況では、

メーカーによるポイント発行は、ポイント原資の２重負担に！
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通常
流通ポイント
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メーカーに過重なマーケティングコスト負担、

流通では２つのポイント併存による店頭オペレーション負荷
が発生 3



②環境基準（ライン）の有効性

これまでのエコ家電、エコ住宅政策で成果を上げている
トップランナー基準は有効と認識

通常の環境基準では、達成商品の市場比率が高まることで
環境商品として陳腐化。

より環境に優しい商品を生みだし、市場を活性化することが
トップランナー基準更新によって可能となる。

マーケティング上、基準による線引きにより、

達成している企業と未達成の企業の明解な差別化が実現。
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②環境基準（ライン）の有効性

トップランナー基準があったからこそ、

家電エコポイント、住宅エコポイントは実現。
（対象製品の特定をトップランナー基準で行う）

＋

エコポイントは国費でのポイント原資負担により

実行性ある汎用ポイントとして

メーカー・流通の両社に受け入れられた
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③コーズ・リレーティッドマーケティングの広がり

• 商品・サービス購入にあたり、社
会的意義の高い活動への貢献を、
企業が約束するマーケティング手
法が広がりを見せつつある。

事例）アサヒビール
うまい！を明日へ！プロジェクト
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• コーズリレーティッドマーケティングの更なる普及に向けて、
企業サイドからのニーズが高く、重要なこととして、寄付先
（活動・その主体であるＮＰＯ等団体）の選定基準の明確化、
データベース化があげられる。

▼

※エコポイント環境寄付先の有効活用の視点

③コーズ・リレーティッドマーケティングの広がり
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